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職員人件費 ７節賃金

平成20年度 1,049 799 8,982,019 767,415

平成21年度 1,045 810 8,787,441 748,471

平成22年度 1,044 807 8,758,114 790,866

平成23年度 1,044 824 8,836,065 868,609

平成24年度 1,032 771 8,672,883 853,284
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正規職員数 臨時・嘱託

職員数

平成２０年度から平成２４年度の５年間の職員と臨時職員の人数と費用の変動

〈職員数〉

正規職員数 17人減 （ 1,049 → 1,032 ）
臨時・嘱託職員数 28人減 （ 799 → 771 ）

〈人件費〉

職員人件費 309,136 千円減

賃金 85,869 千円増

※職員人件費と賃金の増減 223,267 千円減

平成２３年度に臨時職員が増加しているのは、放射能問題への対応として線量測定や食品

検査などを実施したためです。

人件費の増加は、議員年金制度が廃止され、経過措置としての給付に要する費用負担が発

生しています。議員の共済費の決算額はH22まで約2,500万円でしたが、H23約1億3,300万円、

H24約8,900万円に増えています。
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第３回審議会

５年間（平成２０から２４年度）の正規・臨時職員数と費用の推移



                                                      第３回行財政改革審議会 

平成２５年７月３０日開催  

【意見シート】             委員  

関連  項目  取組みに対する意見 行財政改革の視点からの助言 
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